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はじめに 
 

近畿経済産業局では、2025 年国際博覧会などの開催を契機として、関西地域の経済

社会が様々な形で発展するべく、スタートアップ企業の創出・更なる成長に向けた取組

を重点項目として推進しているところです。 

また、「2023 年までにユニコーン企業等を 20 社創出」という政府目標が掲げられ、経

済産業省の「J-Startup」プログラムが平成 30 年度から開始され、企業に対する官民一

体となった集中支援が実施されております。 

そのような中、関西地域に根ざし高い発想力や技術力等により、地域課題の解決や地

域資源の有効活用を行い関西経済の更なる発展に寄与するスタートアップ企業を発掘

することの重要性が増しております。 

この度、そのような企業を「J-Startup KANSAI 企業」として選定し訪問ヒアリング調

査を実施、これらの企業の実態把握に向けた調査研究を行いました。 

「J-Startup KANSAI 企業」のビジネスモデルとその特徴や強みについて事例集とし

て掲載いたしましたので、関西圏にこれらの優れた企業が存在することを一人でも多く

の方に知っていただければと思います。 

また、「J-Startup KANSAI 企業」に対する支援施策ニーズ等を明らかにすることで、

選定企業の現状と課題を把握し成長につながる支援施策へと反映させるべく、関西圏独

自の体制構築を目指しております。こうした取組が、関西地域の経済社会の発展の一助

になれば幸いです。 

当事業の実施にあたり、ご多忙の中、取材にご協力いただきました関係者の皆様に厚く御

礼申し上げます。 

 

令和３年２月 
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Ⅰ 調査報告書の概要 

１．調査の目的 

「J-Startup KANSAI 企業」のビジネスモデルとその特徴や強みについて事例集として掲

載し、これらの企業の認知度を高めるとともに、更なる成長を促すための支援施策のニーズ

等を明らかにするとともに、関西圏独自の支援体制構築のための基礎資料とすることを目

的に本調査を実施した。 

 

２．調査対象企業 

 近畿経済産業局にて選定した、以下の府県に本社を置く「J-Startup KANSAI 企業」31 社。 

 

府県 件数 構成比 

京都府 13 41.9% 

大阪府 11 35.5% 

兵庫県 7 22.6% 

合計 31 100.0% 

 

３．調査内容 

 １．企業の沿革 

 ２．企業の特徴、強み 

 ３．将来展望 

４．その他事項 

５．現状と将来予測 

６．現状又は将来予測に対する課題 

７．J-Startup KANSAI プログラムに対して望む支援について 

 

 次ページ以降に、ヒアリング調査案内状及び調査票の詳細を掲載する。 
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令和２年１０月 

各位 

株式会社東京商工リサーチ 関西支社  

 

 

令和２年度  

「J-Startup KANSAI 企業」に対する 

成長支援のあり方に関する調査事業 

ご協力のお願い 
 

 

拝啓 この度の新型コロナウイルス感染症がなかなか収束せず、経済活動に今なお影響を受けられて

いる皆様には心よりお見舞い申し上げます。 

現在、弊社では、経済産業省近畿経済産業局から委託を受け、「J-Startup KANSAI 企業」に対す

る成長支援のあり方に関する調査事業を実施しております。 

そこで、「J-Startup KANSAI」として選定された各企業様にご協力を賜り、ビジネスモデルとそ

の特徴や強み、支援施策ニーズ等をおうかがいし、各企業様の成長につながる支援施策へと反映さ

せることを目的とし、ヒアリング調査をさせていただきたく存じます。 

つきましては、ご多用中のところ誠に恐縮ではございますが、本調査の趣旨をご理解いただき、

先日お電話にてご案内させていただいた日程で、ヒアリング調査へのご協力を賜りますようお願い

申し上げます。 

調査内容といたしましては、別紙の調査項目に関するヒアリングを予定しておりますので、事前

にお目通しいただければ幸いです。なお、当日は調査内容の記録と議事録の作成のため、ヒアリン

グ模様の録音を行わせていただく予定です。 

調査に関して、ご不明な点がございましたら、下記までご連絡いただきますようお願い申し上げ

ます。 

 

敬具 

 

 

 

 

 

 

 

【本調査に関するお問い合わせ先（調査委託先）】 

株式会社東京商工リサーチ 関西支社   担当：関西支社営業部 早川、三枝 

〒550-0005 大阪府大阪市西区西本町 1-4-1 オリックス本町ビル 6Ｆ 

電話：06-6531-8813    FAX：06-6531-8023 

受付時間：平日（月～金）９時～１２時、１３時～１７時（祝日を除く） 
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ヒアリング調査項目についてのご案内 
 ヒアリングは以下の内容を予定しております。ご多忙のところ誠に恐れ入りますが、事前にご

確認の上、ご協⼒のほどお願い申し上げます。 
 

ヒアリング調査項目について 
 

１．企業の沿革 

・経営者の起業に至るまでの経歴と創業のきっかけ（事業にかける思い） 
 
２．企業の特徴、強み 

・事業のビジネスモデルや特徴 

・自社の強み・アピールポイント 

・主⼒サービスについて（開始時期、研究状況など） 
 
3．将来展望 

・今後の事業展開について、5 年後、10 年後の計画や目標とする到達点、ロールモデル 

・今後新たに開発したい商材・サービスや拡充していきたい販路（ターゲット層） 
 
4．その他 

・PR 事項など 
 
※以下の５〜７の項目に関しては、J-Startup KANSAI 企業の現状と課題を把握するために、参考

にお尋ねする予定です。 
 
5．現状と将来予測 

   ・現在の売上と、5 年後、10 年後の売上予測 

・現在の収益状況（⿊字または⾚字など） 

・⿊字化に至った時期または⿊字化が⾒込まれる時期 
 

6．現状⼜は将来予測に対する課題（主に⼈材⾯、商材・提供サービス⾯、資⾦⾯など） 

具体例 

（例）⼈材⾯︓現在の⼈材の過不⾜感（量・質両⾯）、外部⼈材活⽤ニーズの有無、⼈材の採⽤や

育成における課題 

（例）商材・提供サービス⾯︓開発における技術的な課題、販路開拓における課題 

（例）資⾦⾯︓これまでの研究開発投資での課題、今後の資⾦調達における課題 

（例）その他︓成⻑を促進する環境・要因と、阻害する環境・要因 
 

7．J-Startup KANSAI プログラムに対して望む支援について



 5 

４．調査の実施期間 
 令和 2年 10 月 26 日～11 月 13 日 

 

５．調査の実施手法 
 訪問ヒアリング調査による。 

 

６．調査実施機関 
 株式会社東京商工リサーチ 関西支社 及び 本社 市場調査部 
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Ⅱ J-Startup KANSAI 企業ヒアリング結果一覧 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 































































































































Ⅲ J-Startup KANSAI 企業ヒアリング結果のまとめ 

１．J ｰ Startup KANSAI 企業の強みについて 

（１）人的な強み 

JｰStartup KANSAI企業（以下本文中JSK企業と表記）のようなスタートアップ企業は、研

究開発等の先行負担から赤字計上となっている企業も多い。このため、JSK企業の強みを把

握するためには、各社の事業内容等に着目し、その具体的な内容を把握する必要がある。ま

た、各社とも事業分野が異なっているため、強みはそれぞれ異なっている。 

しかしながら、一ついえることとして、JSK企業の強みはそれぞれの事業分野に関わる人

材の質にあると考えている。JSK企業の代表者及び役員などをみると、大企業の勤務経験を

経て基盤となるスキルを積んでいる経営者や研究機関で研究員として従事していた経営者、

あるいは大学教授を務める経営者が創業しているケースなどが多くみられる。また、大学発

のスタートアップ企業も多く確認された。こうしたことから、代表者本人にとどまらず、役

員を含めた関係者においても、各事業分野において高い知見を有した人物が多い。 

このように、JSK企業の強みは、各専門分野において高度な知見や技術を有した人物が、

力を発揮していることにあると考えられる。 

 

（２）強みを生み出すバックボーン 

 しかしながら、こうした人的な強みが、そのまま事業の優位性に直結するわけではない。

例えば、ある技術に基づく特許があり、その技術に基づいて製品を作ったとしても、必ずし

も同じような機能を再現できないケースがしばしば発生する。これは、公開されている特許

情報だけでは、確かな技術とはいえないということである。確かな技術とするためには、そ

の特許を開発するまでに長年にわたって研究に携わってきた表層には出てこない知見や技

術が必要になるということを示唆している。こうした知見等は「暗黙知」といわれ、個人が

経験的に培っている知識であり、外部からは見えにくい人的な強みである。 

 また、こうした「暗黙知」は上記のような特許情報に基づく製造業やテック系の企業のみ

に存在するわけではない。サービス業や商業ベースの企業にも存在している。分かりやすい

例でいえば、食材などの仕入れに関わる目利きや味覚などであろう。とりわけJSK企業は製

品開発プロセスの途上に付加価値の高い情報技術を付与している企業も多く、これらもサ

ービス業の一環として考えられ「暗黙知」が深く関係している。 

 このような「暗黙知」をバックボーンとして、JSK企業の強みは生み出されていると考え

られる。JSK企業各社はそれぞれ事業内容が異なることから、その強みも様々ではあるが、

各社の強みの発露には、こうした人材の長年の経験に培われた「暗黙知」が大きく関わって



 70

いると考えられる。 

つまり、こうした「暗黙知」を保有していることが、JSK企業の強みであり、特徴である

といえよう。 

 

（３）大手企業との相違点 

 JSK 企業の強みは既述の通り、各社の人材及びその人材の有する「暗黙知」にある。一方、

大手企業の強みは、産業の裾野が広く、関係する企業や技術が多岐にわたるため、サプライ

チェーン上で考える必要がある。大手のサプライチェーンはトヨタのジャストインタイム

などに代表されるように効率化を推し進めており、資金効率のうえでは非常に効果がある。

しかしながら、サプライチェーンの最終アウトプット、つまり製品やサービスに関わる根幹

の技術等が自社ではなく、サプライチェーン上の供給者に存在しているケースがしばしば

みられる。つまり、大手では根幹技術等が自社にはなく、サプライチェーン上の事業者に拠

っているリスクがあるということがいえよう。 

 ただし、注意しなければならないのは、逆にいえば大手企業のサプライチェーン上には、

優れた技術や知見を有した中小企業が存在するということである。 

 

（４）中小企業との相違点 

このように中小企業にも優れた技術や知見を有した企業が存在するが、これらの中小企

業と JSK 企業の強みとの相違点を以下に記載する。 

 中小企業の強みは、中小企業の問題点にも関係するが、小回りがきく、または対応力があ

る、あるいはニッチ分野における特別な技術の保有など、現場の日常業務レベルの領域に多

くの強みがある。こうした現場の業務レベルの強みは、社外からは見えづらく、社内（自社）

からも業務レベルであるために、それが強みであると明確に認識できないことが多い。 

 このような問題は、中小企業の多くが大手企業の下請的な性格の強い企業が多いことに

起因している。技術力が高いと一言でいっても、それらは品質管理力や短納期対応力など、

大手企業のニーズに対応した下請的な性質となっている傾向がみられる。また、こうした企

業は、いわゆるスマイルカーブの中間に位置し、サプライチェーン上に付与している価値に

比べ収益性が低い。 

 これに対し、JSK 企業のようなスタートアップ企業は自社の強みを活かし研究開発を行っ

ており、かつサプライチェーンの川上に位置し収益性の高いことが特徴といえる。このよう

に、自社の付加価値や強みを認識したうえで起業していることが、JSK 企業と一般の中小企

業の大きな相違点であり、強みであると考えられる。 
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４．J-Startup プログラムに対して望む⽀援について 

 全ヒアリング対象企業のなかで最も多かったのは、資金面での支援である。とりわけ、

資本性ローン（出資に近い資金の調達、負債ではなく資本としてみなすことのできる融

資手法）の拡充を望む声が多く確認された。ベンチャーキャピタルについては、コミュ

ニケーションコストを要すると回答している企業もあり、こうしたことも資本性ローン

の拡充を望む企業が多い背景として考えられる。 

これは、JSK 企業の多くがスタートアップ企業であることに深く関係していると思わ

れる。これらの企業は、総じて先行開発型の企業であるため、長期資金をより自己資本

に近い資本性の資金として安定的に供給を受けたいと考えるのは当然のことであり、支

援者側も積極的に関与することが必要と考えられる。 

 

【資本性ローン】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（J-net21 中小企業ビジネス支援サイト 

「新型コロナ対策資本性劣後ローン」より掲載） 

 

 次いで、研究開発関連の人材や共同開発パートナー企業などとのマッチングや連携、

共同研究に関わる支援を求める企業が確認された。各企業の事業内容としては、高度で

専門的な知識や技術を必要とする企業が多いだけに、共同研究や開発の促進等を求める

声は多い。また、こうした支援は開発スピードの向上を図るうえでも有効と考えられる

ため、支援する側としては積極的に推進すべき施策であると考えられる。 
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 海外展開の支援や顧客紹介などへの支援を望む声も確認された。海外展開の支援とし

ては、ＪＥＴＲＯ（日本貿易振興機構）との連携による海外展開や、海外でのアクセラ

レータープログラムに期待する声もある。ただし、アクセラレータープログラムに関し

ては、手間がかかることで敬遠されている傾向もみられることから改善の余地がある。 

顧客紹介に関しては、単なる販路拡大の支援にとどまらず、自社の事業と相性の良い

提携パートナーとなり得るような、自社の研究・開発を促進させられるような企業の紹

介などを望む声も確認された。 

 

【Ｊ－Ｓｔａｒｔｕｐにおける海外展開の⽀援】 
採択されたスタートアップには、GITEX FUTURE 

STARS、WebSummit、SLUSH、Consumer Electronics 

Show、SXSW など世界的イベントに訪問・出展するツ

アーへの招致、ＪＥＴＲＯ海外事務所に設置される

グローバルアクセラレーション・ハブの利用、大企

業や官公庁とのビジネスマッチング、補助金等の

優遇措置や手続の簡素化、規制サンドボックスの

積極活用、政府系海外ミッションへの参加などの機会が提供される。 

 

【ＪＥＴＲＯにおける海外展開⽀援の一例】 
新輸出大国コンソーシアムは、政府系機関、地域の

金融機関や商工会議所など国内各地域の企業支援機

関が幅広く結集、海外展開を図る中堅・中小企業等に

対して総合的な支援サービスを提供している。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（J-Startup のホームページより掲載） 

（独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO） 

新輸出大国コンソーシアムより掲載） 
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Ⅳ 成⻑のポイント及び⽀援策 

１．スタートアップ・エコシステム拠点都市について 

JSK 企業の属性をみると、起業の背景として、京阪神のコンソーシアム（以下、大阪・

京都・ひょうご神戸コンソーシアム）がスタートアップ・エコシステム拠点都市に選定

されたことが挙げられる。 

大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアムは、バイオ・ヘルスケア・ライフサイエン

ス・ものづくりや情報通信分野などに強みを有しており、これらの強みを活かした起業

がなされており、とりわけヘルステック（医療テック）系は１３社が起業されている。 

 いずれにしても、大阪・京都・ひょうご神戸コンソーシアムの強みを土壌として、JSK

企業は起業している。そのことを踏まえ、以下成長ポイントとともに支援策についても

考察する。 

 

２．J-Startup KANSAI 企業の強みを伸ばす⽀援策 

（１）人的資産から構造資産への転換 

 既述したとおり、JSK 企業の強みは、人材の質及び人材の「暗黙知」などの人的資産にあ

る。今後の JSK 企業の成長を促すためにも、人材面への継続的な支援は欠かせない。ただ

し、単に専門人材あるいは間接部門（マーケティングや営業、財務、法務、企業経営）の人

材採用をすすめれば良いという話ではない。 

人的資産、とりわけ「暗黙知」は属人的な性質のものであるため喪失されやすい。そのた

め、人的な資産を会社の資産（構造資産）へと転換する取組が、JSK 企業の成長及び安定し

た経営基盤を築くために必要となる。特に「暗黙知」を「形式知」化するという、見えにく

い資産を見える資産とする取組は決して簡単なことではない。しかしながら、製造業等のケ

ースをみると、IoT 等を活用した熟練技術のマニュアル化・データベース化が進み、熟練技

術をデジタル技術と融合させることで、今まで職人の勘等に頼ってきた生産の再現性が高

まっており、システム的にも実現することが可能となってきているという。 

 このような IoT やデジタル技術の活用のほか、情報技術や AI を用いた機械設備の導入、

クラウドの活用などにより、人的資産を会社のデータベースとして蓄積し、構造資産化する

ための支援を行うことが有効であると考えられる。 

 また、人的資産の構造資産化を図るためには、組織の整備も重要となる。「暗黙知」とし

て培われてきた技術や知見を「形式知」化し、新たな人材に対して円滑な引継が行えるよう

な組織づくりである。 

人的資産の引継ぎには「人」による教育が欠かせないが、引継ぎの効果は指導者の力に大
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ただし、こうした支援を行っていく上では、解決しなければならない問題もある。提

携をする企業間の資本関係である。たとえ優れた技術力等のある企業でも、連携する企

業間の資本関係で劣っていると、力関係が決まってしまい研究開発において主導的な立

場になれないことなどがある。したがって、連携や共同開発などを行う際には、こうし

た資本関係にも配慮したうえで実施することが望ましいと考えられる。 

 また、企業ごとの風土や社風などの違いなどにも注意が必要である。これは実際にM&A

などの案件で多々ある話である。たとえ企業同士の事業内容の親和性が高くとも、その

周辺にある企業文化のようなものが合わないと、結果的に買収は上手くいかないことが

多いという。 

 そのため、連携や共同開発等の支援を行う際には、引き合わせる企業同士の社風、ま

たはそうした社風を決める要因となる経営者などとのつながりを深めたうえで、連携等

を手引していくなどの工夫をする必要があると考えられる。 

【ヘルステック系クラスターの一例】 

神戸医療産業都市は、日本最大級のバイオメディカルク

ラスターとして、理化学研究所や大学等の研究機関及び中

央市民病院をはじめとした高度専門病院群、医療関連企

業・団体が集積し、医療分野でイノベーションを起こして

いる。 

 

（神戸医療産業都市ポータルサイトより掲載） 
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６．海外展開の⽀援や顧客紹介などへの⽀援 

 海外展開については、JETRO との連携により実際に成果の上がった例があり、今後も

展開したいとの声があることから継続して行うべき支援策であると考えられる。 

一方で、海外でのアクセラレータープログラムについては、手間がかかるとの指摘も

あり、改善の余地が残されている。これについては、資金調達の一環として、国内向け

のアクセラレータープログラムとともに支援策の在り方を考えていく必要があろう。 

いずれにしても、スタートアップ企業向けの支援であることから、当該企業の事業内

容に対する目利き力を向上させる必要がある。これは容易なことではないため、スター

トアップ・エコシステムの利点を活かして専門家などと連携して支援にあたることが重

要である。 

 本調査との類似調査の事例においても、概して研究開発型の企業などは技術力などが

高い一方で、マーケティング力や営業力が弱い企業が多い傾向がみられ、自社の優れた

研究開発力や技術力等が市場（海外も含む）のニーズにマッチせず埋もれてしまう可能

性がある。したがって、顧客紹介は単なる販路拡大等の支援にとどまらず、当該企業の

事業内容を見極めたうえで、その市場性を判断し適切な支援を行うことが望まれる。 

 

７．総括〜⽀援の在り方〜 

資金面の支援や連携・共同開発の促進、海外展開支援、顧客紹介などの支援策は、個

別に実施されるべきものではなく、同時になされるべきものであると考えている。既述

したように、共同開発の促進などは資金支援ともなり得るためである。 

 

【本格的な共同研究の拡大に向けて進めるべき取組みの全体像（経団連資料）】 

日本経済団体連合会では、本格的な共同研究を進めるには、世界トップレベルの研究

力を持つ主体間で資金・知・

人材が好循環すること、即

ち、企業・大学・研究開発法

人内の部局及び各主体の壁

を越えた組織的な連携体制

の構築が極めて重要として

いる。 

 

 

（日本経済団体連合会ホームページより掲載） 
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 ただし、日本標準産業分類に基づく分析のみで、JSK 企業の特徴をみるのは困難であ

るため、ヒアリングで得られた情報を各企業に付加し、さらに府県別でクロス集計を行

ったうえで分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 京都府 大阪府 兵庫県

31 13 11 7

100.0% 41.9% 35.5% 22.6%

4 1 1 2
100.0% 25.0% 25.0% 50.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 0 0 1
100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 0 1 0
100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

1 1 0 0
100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

その他の海面養殖業
（水産物のスマート養殖開発）
野菜小売業
（有機野菜・コーヒー豆の販売、新規就農者支援事業）
パッケージソフトウェア業
（AI搭載ソフトウェア開発（特に医療向け））

情報提供サービス業（医療関連）

その他の電気機械器具製造業（ロボットの設計・開発・製造）

建築設計業（医療関連）

受託開発ソフトウェア業（コンピュータ、周辺機器
その他ソフトウェア開発・販売通信システムによる情報・画像の収集）
ロボット製造業
（ロボットの研究・開発・製作）
その他の産業機械器具卸売業
（空間除菌・脱臭機の製造販売）

組込みソフトウェア業
（ＩＴ系、アプリケーション・ソフトウエア受託開発）

その他の電気機械器具製造業
（太陽電池の研究・開発・製造)

紙卸売業（樹脂原料の製造販売）

組込みソフトウェア業
（自然素材のＩｏｔデバイスの開発、ＵＸ・ＵＩソフトウェアの開発）

職業紹介業
（職業紹介・キャリアコンサルティング）

労働者派遣業
（保育所サブスクリプションサービス）

（上段：件数 下段：構成比）

インターネット利用サポート業（医療関連）

他の計量・測定・理化学機械等製造（医療関連）

受託開発ソフトウェア業
（無人受付システムの開発・販売業、IT系）

他に分類されない専門サービス業
（名入れオーダーメイド品のＥＣ事業、インターネット関連サービス）

受託開発ソフトウェア業（クリエイティブＡＩの開発，
ＡＩ関連システムのコンサルティング）

受託開発ソフトウェア業（香り制御技術
及びそれに連携するソフトウエア等の開発、製造）

蓄電池製造業（次世代蓄電池の開発，
蓄電システムの開発，蓄電池関連の受託開発）

情報提供サービス業
（情報提供サービス、データベース構築・企画・設計）

他に分類されない専門サービス業（医療関連）

他に分類されない製造業（医療関連）

精密測定器製造業（医療関連）

受託開発ソフトウェア業（医療関連）

その他の医療に附帯するサービス業（医療関連）

全体
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 この結果、府県別では特筆する相違はみられないものの、業種別でみると医療関連の

事業を手掛けている企業が１３社ほど確認され、全体の４１．９％を占めた。 

 他に分類されない専門サービス業や他に分類されない製造業などのほか、受託開発ソ

フトウェア業やインターネット利用サポート業、情報提供サービス業なども医療関連分

野の事業を手掛けていることを考えると、ヘルスケアとＩＴを融合させたヘルステック

（医療テック）系の企業が多くなっている。このように、異業種の企業やベンチャー企

業、スタートアップ企業が加わり、新たな医療サービスの開発・研究が進んでいること

が、JSK 企業の業種属性からうかがわれる。 

 この背景としては、京阪神のコンソーシアムがスタートアップ・エコシステム拠点都

市に選定されたことが大きいと思われる。京阪神のコンソーシアムでは、京阪神の強み

であるバイオ・ヘルスケア・ライフサイエンス・ものづくりや情報通信の分野を中心に、

都市の枠を超えてそれぞれの共通点と強みを活かした資源や支援メニューの相互活用、

情報発信を進め、優れた製品・サービスをスピーディ・継続的に生み出せるエコシステ

ムの構築をめざしているとしている。また、スマートシティへの対応や大阪・関西万博

の機会の活用についても京阪神一体となって取り組んでいる。 

 

【スタートアップ・エコシステムとは】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大阪府報道発表資料より掲載） 
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